
学校給食費無償化の制度充実及び国の財政負担を求める 

意見書 

 

学校給食は、子どもたちの健全な成長を支えるとともに、食育を推

進する上で重要な教育活動の一環である。 

令和８年度から、公立小学校の学校給食費について負担軽減の取組

が開始されたが、基準額を超える食材費は支援の対象外であり、中学

校は対象となっていない。本町では、小・中学校ともに学校給食費を完

全無償化しているが、小学校の基準額を超える部分や中学校分は、町

が負担している。 

このように、国の支援が一部にとどまり、自治体の財政力や政策判

断によって学校給食費の無償化の支援内容、保護者負担に地域差が生

じていることに加え、物価高騰による食材費の増加は、自治体の財政

負担をさらに増加させており、教育活動の一環である学校給食を、す

べての子どもたちに安全かつ安定的に提供していく上での課題となっ

ている。 

こうした課題を解消するためには、自治体の財政負担に依存するこ

となく、国の責任において、学校給食費の完全無償化に向けた制度を

整備し、必要な財源を確保することが必要である。 

よって、大口町議会は、国に対し、下記の事項を実現するよう強く要

望する。 

記 

１ 小学校における学校給食費の負担軽減をさらに充実させるととも 

に、その対象を中学校まで拡大し、学校給食費の完全無償化を実現

すること。 

２ 学校給食費の完全無償化に必要な財源は、地方交付税による措置

ではなく、国の責任において全額国庫負担により確保し、物価変動

や地域ごとの食材価格を十分反映した制度とすること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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